
福祉分野における居住支援の必要性
（厚生労働省）



【件数の増加】

○自立相談支援件数（令和２年度）

相談件数：約７４．５万件※１（令和元年度２４.８万件※２）

※１ 速報値（未報告あり）、 ※２ 速報値

○緊急小口資金等の特例貸付（償還免除付き）（令和２年度）

貸付件数：約１８９．２万件（令和元年度 約１万件）

○住居確保給付金（収入減少も対象）（令和２年度）

支給件数：約１３.５万件（令和元年度 約４千件）

【件数の増加に伴う現場への影響】

・感染拡大の長期化

・相談件数の急増による深刻な人手不足

・労働環境の改善の必要性

・通常の相談支援が行えない状況

○ 新型コロナウイルス感染症の影響により、現場の状況は一変。自立相談支援機関では、
感染防止策を講じつつ、連日、急増する相談に対応。

新型コロナウイルス感染症への自立相談支援機関等の対応状況
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・支援につなぐだけでなく、つながり続けることの大切さ
（支援者の方々の声）
「困窮制度の窓口が広く周知されるきっかけとなった」
「今まで支援が届けられていなかった人と出会うことができた」
「支援員のスキルや経験知があがった」

新型コロナウイルス感染症への自立相談支援機関等の対応状況

【個人事業主、フリーランスの相談者向け】
持続化給付金等事業者向けの他制度も含めたパンフレットの配布

【外国籍の相談者向け】
翻訳アプリや外国語パンフレットの活用

【対面支援が困難な状況下への対応】
SNSやオンラインを活用した事業実施（離れていてもつながろう）

【その他の支援】
生活困窮者のニーズに応じた関係機関へのつなぎや情報提供、食料提供

○コロナを機に、個人事業主、フリーランス、外国籍といった、これまでつなが
りの薄かった方々の相談が増えていることや、対面支援が困難となっているなど
に、試行錯誤しながら支援を実施。

○「人が人を支える」重要性の再認識

22



新型コロナウイルス対応の状況

【生活困窮者自立支援制度の実施に対する認識の変化】
○自治体のける生活困窮者自立支援制度の実施に対する認識に変化があったかを聞いたと
ころ、庁外の関係機関との連携、庁内部局との連携について約４割が重要性を感じると
回答した。
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基礎自治体 都道府県

出典 生活困窮者自立支援制度の実施状況の把握・分析等に関する調査研究事業報告書



住居を失うおそれのある困窮者への住居確保給付金の支給

【事業スキーム】

【実施主体】 都道府県・市・区等（福祉事務所設置自治体、９０５自治体）

【補 助 率】 ３／４

【支給対象者】 ①離職・廃業後２年以内の者

②給与等を得る機会が当該個人の責に帰すべき理由・当該個人の都合によらないで減少し、離職や廃業と同程度の状況にある者

※令和2年4月20日省令改正により支給対象者を拡大

【支給要件】 ・収入要件：世帯収入合計額が①と②の合計額を超えないこと。

① 市町村民税均等割が非課税となる収入額の1/12

② 家賃額（但し住宅扶助特別基準額を上限とする）

※東京都特別区の収入要件（目安）：単身世帯：13.8万円、２人世帯：19.4万円、3人世帯：24.1万円

・資産要件：世帯の預貯金の合計額が上記①の６月分を超えないこと（但し100万円を超えない額）

※東京都特別区の資産要件（目安）：単身世帯：50.4万円、２人世帯：78万円、3人世帯：100万円

・求職活動等要件：公共職業安定所に求職の申込をし、誠実かつ熱心に求職活動を行うこと

【支 給 額】 家賃額（但し住宅扶助特別基準額を上限とする）

※東京都特別区の支給額（目安）：単身世帯：53,700円、２人世帯：64,000円、３人世帯：69,800円

【支給期間】 原則３か月（求職活動等を誠実に行っている場合は３か月延長可能（最長９か月まで））

【支給方法】 賃貸住宅の賃貸人又は不動産媒介事業者等への代理納付

申請者

都道府県・市・区等

相談・申請

支給（代理納付）

生活困窮者
自立相談支援機関（※）

申請書等送付

賃貸人等

建物賃貸借契約
決定通知書等決定通知書等

｝｝｝｝｝

※住宅、仕事、生活などの相談窓口。自治体が直営又は委託（社会福祉法人、NPO等）で運営。全国905福祉事務所設置自治体で1,317箇所の設置

○ 新型コロナウイルス感染症の影響による休業等に伴う収入減少等により、住居を失うおそれが生じている方等に対して、住居
確保給付金を支給することにより、安定した住まいの確保を支援する。

【支給対象者】②による受給者について
は、再延長期間（～９か月目）までは求
職の申込は求めない

令和２年度に新規に申請し、受給を開
始した者については、特例として、最長
１２か月まで再々延長が可能

１０か月目以降の延長を申請しようとする場
合は、３月分を超えないこと（但し、50万円を
超えない額）とする

令和３年度当初予算額：２９８億円の内数

令和３年９月末までの申請について、特例として、
解雇以外の休業等に伴う収入減少等の場合でも、
３か月間の再支給が可能

令和３年９月末までの申請について、特例として、
職業訓練受講給付金（月10万円）との併給を可能とする。
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Ｒ２～Ｒ３住居確保給付金の申請・決定件数の推移

令和２年度
累計

令和３年４月
～令和３年６月

累計

令和２年度
及び令和３年度

合計

新規申請件数 152,923件 20,106件 173,029件

新規決定件数 134,943件 14,521件 149,464件

再支給決定件数 4,785件 11,630件 16,415件

支給済額 306.2億円 64.1億円 370.3億円
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個人向け緊急小口資金等の特例貸付の実施

本則 特例措置

貸付対象者

緊急かつ一時的
な生計維持のた
めの貸付を必要と
する低所得世帯

等

新型コロナウイルス感染症の影響を
受け、休業等により収入の減少があ
り、緊急かつ一時的な生計維持のた

めの貸付を必要とする世帯

貸付上限 10万円以内
学校等の休業、個人事業主等（※１）の
特例の場合、20万円以内
その他の場合、10万円以内

据置期間 2月以内 1年以内（※２）

償還期限 12月以内 2年以内

貸付利子 無利子 無利子

本則 特例措置

貸付対象者

低所得世帯であって、収入の
減少や失業等により生活に困
窮し、日常生活の維持が困難

となっている世帯

新型コロナウイルス感染症の影響を
受け、収入の減少や失業等により生
活に困窮し、日常生活の維持が困難
となっている世帯

貸付上限

（二人以上）月20万円×３月以
内＝60万円以内

（単身）月15万円×３月以内
＝45万円以内

同左

（再貸付あり（注２））

据置期間 6月以内 1年以内（※２）

償還期限 10年以内 同左

貸付利子
保証人あり：無利子
保証人なし：年1.5％

無利子

【緊急小口資金】（一時的な資金が必要な方［主に休業された方］） 【総合支援資金（生活支援費）】（生活の立て直しが必要な方［主に失業された方等］）

※１ 世帯員の中に個人事業主等がいること等のため、収入減少により生活に要
する費用が不足するとき
※２ 令和４年３月末以前に償還時期が到来する予定の貸付に関しては、令和４
年３月末まで延長。

注１ 総合支援資金（生活支援費）については、申請の際に、償還開始までに自立相談支援
機関からの支援を受けることに同意することをもって、貸付を行う。

注２ 令和３年3月末までに申請した特例措置においては、貸付３月目においても日常生活の
維持が困難な場合、更に３月以内（６０万円以内）追加で貸付を行うことができる（延長貸
付）。また、令和３年11月末までの間に、緊急小口資金及び総合支援資金の貸付が終了し
た世帯は、自立相談支援機関による支援を受けることを要件として、再貸付（３月以内 ６０
万円以内）を実施する。

緊急小口資金、総合支援資金（初回、再貸付）の申請受付期限を
令和3年8月末から令和3年11月末へ延長。

償還免除について

償還時において、なお所得の減少が続く住民税非課税世帯の償還を免除することができることとし、生活に困窮された方の生活にきめ細かに配慮する。
・ 緊急小口資金 ： 令和３年度又は令和４年度の住民税非課税
・ 総合支援資金（初回貸付分） ： 令和３年度又は令和４年度の住民税非課税
・ 総合支援資金（延長貸付分） ： 令和５年度の住民税非課税
・ 総合支援資金（再貸付分） ： 令和６年度の住民税非課税

資金種類ごとに
判定し、一括免除

住民税非課税を確認する対象は、
借受人及び世帯主。

確
認
対
象

予算措置額合計：１兆５，２０３億円

令和元年度予備費交付額 267億円
令和２年度第１次補正予算額 359億
円
令和２年度第２次補正予算額 2,048億円
令和２年度第３次補正予算額 4,199億円
令和２年度予備費（8/7）措置額 1,777億円
令和２年度予備費（9/15）措置額 3,142億円
令和２年度予備費（3/23）措置額 3,410億円
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千 緊急小口資金 総合支援資金 総合支援資金（再貸付）

申請件数（千件）

※直近週の件数については、速報値のため変動する可能性があります。

令和３年８月１１日現在（速報値）

申請総数

緊急小口資金 1,358,183件

総合支援資金 910,161件

総合支援資金（再貸付） 387,442件

決定総額

緊急小口資金 2,481.5億円

総合支援資金 6,776.7億円

総合支援資金（再貸付） 1,933.4億円

1件あたり
平均

緊急小口資金 18.6万円

総合支援資金 77.0万円

総合支援資金（再貸付） 52.1万円

緊急小口資金、総合支援資金の申請件数の推移
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生活支援についての情報発信（個別施策について）

☞リーフレットの配布
・ 自治体、社会福祉協議会、ハローワークなど
の支援機関に配布

・ 厚労省HPに掲載

☞生活支援特設ホームページ
（厚生労働省HP)

・ 検索ワード：生活支援、総合支援資金、緊急
小口資金、住居確保給付金など

☞SNSでの情報発信
・ twitter、Facebookの厚生労働省アカウン
トで案内

緊急小口資金等・住居確保給付金

8
youtubeで申請方法等の動画を配信



「新型コロナウイルス感染症生活困窮者自立支援金」について

○ 新型コロナの長期化に伴い、緊急小口資金等の特例貸付の申請期限を延長してきた一方、貸付

限度額に達している、社会福祉協議会から再貸付について不承認とされた、といった事情で、特

例貸付を利用できない困窮世帯が存在する。こうした世帯については、新たな就労や生活保護の

受給につなげていくことが考えられるが、必ずしも円滑に移行できていない実態がある。

○ こうした支援の隙間を埋めるため、生活保護に準じる水準の困窮世帯に対する支援策として、

以下のとおり「新型コロナウイルス感染症生活困窮者自立支援金」を支給する。

➢ 対象：緊急小口資金等の特例貸付を利用できない世帯（注）で、以下の要件（住居確保給付金

に沿って設定。ただし借家世帯のみならず持ち家世帯も対象）を満たすもの

（注）再貸付まで借り終わった世帯（本年３月以前に総合支援資金（初回）を申請した世帯は最大２００万円）や、再貸付

について不承認とされた世帯。生活保護世帯は除く。

・ 収入： ①市町村民税均等割非課税額の１／１２＋②住宅扶助基準額以下

（例： 東京都特別区 単身世帯13.8万円、２人世帯19.4万円、３人世帯24.1万円）

・ 資産： 預貯金が①の６倍以下（ただし100万円以下）

・ 求職等： ハローワークでの相談や応募・面接等、又は生活保護の申請

➢ 支給額（月額）：生活扶助受給額（１世帯あたり平均額）を基に設定

単身世帯：６万円、２人世帯：８万円、３人以上世帯：１０万円

※ 住居確保給付金、ひとり親世帯臨時特別給付金、低所得子育て世帯生活支援特別給付金との併給は可能とする。

➢ 支給期間：３か月（申請受付期限を令和３年８月末から令和３年11月末へ延長）

・支援金の申請月より前に再貸付が終了している者・・・申請月から３か月支給

・支援金の申請月に再貸付（３か月目）を受けている者・・・申請月の翌月から３か月支給

➢ 実施主体：福祉事務所設置自治体 費用：全額国庫負担 ※事務費含む
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居住不安定者等居宅生活移行支援事業の創設

○ 令和２年度第２次補正予算において、生活困窮者と生活保護受給者の住まい対策を一体的に支援する「居宅生活移行緊急支援事業」を新設。

○ 支援対象者の狭間を無くすとともに、居住の確保とその後の安定した住まいを継続的に支援することを可能とし、長期化すると見込まれる居

住不安定者に対する支援を実施（令和２年度第２次補正予算「居宅生活移行緊急支援事業」から継続的な実施が可能な仕組み）

事業概要

生活困窮者及び生活保護受給者のうち、居宅生活への移行に際して支援を必要とする者に対して、転居先となる居宅の確保に関する支援、各種

契約手続等に関する助言等の居宅生活に移行するための支援及び居宅生活移行後に安定した生活を営むための定着支援を実施する。

（１）居宅生活移行に向けた相談支援

生活困窮者及び生活保護受給者に対して、居宅生活に移行すること及び移行後の転居先となる住宅に関して、希望や意向を聴取するととも

に、転居先候補の紹介や不動産業者への同行、契約手続き等に関する助言等の居宅生活の移行に向けた相談支援を行う。

（２）居宅生活移行後に安定した生活を継続するための定着支援

居宅生活に移行した者に対して、居宅生活を送る上での困りごと等に関する相談や緊急時の連絡への対応を行うほか、定期的な巡回や電話

により、食事や洗濯、掃除、ゴミ出し等の生活状況及び公共料金等の支払い状況の確認並びに必要に応じた助言等を実施する。

（３）入居しやすい住宅の確保等に向けた取組

① 居住支援法人を活用した不動産業者との調整による転居先の開拓、セーフティネット住宅を含む連帯保証人を設けることを入居条件とし

ないなどの生活困窮者等が入居しやすい住宅のリスト化等の転居先候補となる住宅の確保に向けた取組

② 居住支援協議会、地方公共団体の住宅部局、宅地建物取引業者、介護サービス事業者等の関係機関との連絡調整体制の構築

令和３年度予算：７．４億円

事業内容

（１）実施主体：都道府県、市、特別区及び福祉事務所を設置する町村（社会福祉法人等の民間団体への委託・補助も可能）

（２）補助率：国３／４、自治体１／４

社会福祉法人・
NPO法人等

事業者

都道府県・市・特別区・
福祉事務所設置の町村

契約・申請 申請

厚生労働省

委託・補助 補助

補助スキーム等
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不安定居住者に係る支援情報サイト及び総合相談窓口の設置

○ 住居を失った又は失うおそれのある生活困窮者には、路上等で生活するホームレスのほか、終夜営業店舗や知人宅
等で寝泊まりする不安定な居住環境にある者が含まれる

○ そうした不安定居住者においては、生活困窮者自立支援制度における自立相談支援事業や一時生活支援事業、住居
確保給付金といった各自治体が実施している支援等につなげることが重要である。

○ このため、住まいに困窮する方に対する支援情報サイトを開設するとともに電話やメールによる総合相談窓口を設
置し、各支援策の情報提供、地域の自治体の相談窓口等への案内、不安定居住者の実態把握のためのデータベース作
成等を行う。

◇ 人件費、通信費、賃借料、消耗品費、情報サイトの開設費用、運用・保守等対象経費 委託費

○ 住居を失った又はそのおそれのある方が支援につな
がるため、生活困窮者自立支援制度における居住
支援事業や地域の自治体の相談窓口などを分かり
やすく紹介した情報サイトの開設・運営等による情
報発信を行う。

○ 電話相談窓口を設置し、住まいに困窮している方
からの相談を電話やメール等で受け、各支援制度
の紹介や助言等を行うほか、相談者が所在する自
治体の相談窓口等につなぐ。

○ 相談内容のデータベース化や情報サイトを活用した
アンケートの実施等により、不安定居住者の実態把
握を行う。

事業内容 事業イメージ

電話・メール
相談

支援制度、
自治体窓口
の案内等

情報提供等

支援制度や
相談窓口が
分からない

総合相談窓口

住居喪失者等

支援窓口等
の照会・相談
者の案内等

支援情報
サイトによる
情報提供

福祉事務所
設置自治体等自立相談支援

機関等への相談

自立相談、一時生活
支援事業、住居確保
給付金等による支援

自治体相談窓口

支援情報
サイトの
開設・運営

Ｒ３新規事業
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NPO等が行うきめ細かな生活支援等や自殺防止対策（SNSを通じた相談等）の強化

孤立・孤独及び自殺防止に対処するための活動を行うNPO法人等の支援として、
○ 新型コロナウイルス感染症セーフティネット強化交付金や地域自殺対策交付金を活用し、自殺リスクの高まりを
踏まえ、ＮＰＯ法人等が行う自殺防止に係る取組への支援を強化する。

○ 新型コロナウイルス感染症セーフティネット強化交付金を活用し、生活困窮者やひきこもり状態にある方
に対し、広域的に生活の支援・住まいの支援、子どもの学習支援等に関する活動を行うＮＰＯ法人等（全国
団体を含む）について支援する。

【事業内容】 【事業スキーム】

○ 実施主体：NPO法人等

○ 補助率：国 10/10

国

交付

NPO法人等
(孤立・孤独及び自殺
防止に対処する活動

を行う団体）

１．自殺防止対策を行うNPO法人等への助成
○相談体制の強化

・NPO法人等が行う電話、LINEやチャット等の
SNSを活用した相談体制の強化

○相談員等の養成
・電話、SNS相談等に適切な対応と支援を
行うための人材の養成

○自殺防止対策の情報発信の強化
・自殺相談窓口等に関する積極的な周知

２．生活困窮者等に対する支援に関する活動を行うNPO法人等への助成
○ コロナ対応として緊急性がある事業であって、生活困窮者やひきこもり状態にある者に対
して、電話・ＳＮＳ相談、居場所づくり、学習の支援、生活上の支援、住まいの確保などに
関する活動を広域的に行うNPO法人等に対して、当該活動費に対する助成を行う

→ 本助成金において、生活困窮者等の住まい対策に取り組む民間団体に対して事業費を助成
（１団体：上限額2,000万円） ※本助成金全体で23事業を採択（6/1現在）

＜事業例＞
・サブリース型住宅を確保し、生活困窮者等の支援に活用
・住まいを失った方に、応急一時的な住まいを提供するとともに、生活リズム等の回復を
支援

・ひきこもり状態にある方等に対して共同生活型の自立支援を実施
・不安定居住者等への電話やＳＮＳ等による相談支援
・アドバイザー派遣など、住まい対策等に取り組むＮＰＯ団体の支援

令和２年度
第三次補正予算１４０億円の内数

（＋予備費10億円）
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生活困窮者自立支援の機能強化

事業実施主体

都道府県・市・区等
（福祉事務所設置自治体、

９０５自治体）

補助の流れ

厚生労働省

市・区等

自立相談支援機関等

交付金

（905自治体）

事業内容

各自治体において、次の内容など、新型コロナウイルス感染症の影響を踏まえた、生活困窮者の自立支援に関する必
要な機能強化を行う。

① 自立相談支援員の加配や、電話・メール・ＳＮＳなどを活用による等による自立相談支援体制の強化

② 生活困窮者が新型コロナウイルス感染症対策である各施策の相談や申込等を行う際の支援を行う補助者の配置や、
補助者に対する職場内訓練等を通じた人材育成

③ 住居確保給付金の申請処理のための事務職員の雇用など、円滑な事務処理体制の強化

④ 多言語対応のための機器購入、通訳配置等による外国籍の方への生活困窮者自立支援の実施

⑤ 家計改善支援員の加配等による家計改善支援体制の強化

⑥ 自治体の商工部門等と連携した就労支援

⑦ 就労準備支援事業等において、オンライン等で実施する支援メニューの開発支援、機器整備。また、Eラーニング教材
の作成や研修等を通じた支援の強化

⑧ 市区等の地域における就労体験・就労訓練先の開拓・マッチングの実施による就労支援の強化

⑨ 子どもの学習・生活支援事業におけるオンライン支援の強化に係る貸出用タブレットの購入、インターネット回線の設
置による遠隔地での学習支援やオンライン相談の実施等

⑩ 子どもの学習・生活支援事業や一時生活支援事業において、困窮者と関係機関（学校、子ども食堂、庁内教育・住宅
部局、不動産関連会社、居住支援法人等）のコーディネ－ト機能を担う職員の加配による支援の強化

⑪ 不安定居住者に対するアウトリーチ支援に係る巡回相談支援の強化

⑫ 不安定居住者に対する一時的な居所確保の強化

⑬ 一時生活支援事業の実施促進に向けた共同実施体制整備への支援強化

⑭ その他自治体の創意工夫による自立相談支援等の強化に資する取組の実施

補助率

国３／４

【要旨】
○ 新型コロナウイルス感染症の影響により、生活に困窮される方への支援の強化が課題となっている。

〇 これまで、第２次補正予算による自立相談支援員の加配等を進めてきたところ、引き続き、自立相談支援体制の強化を図るとともに、地域の課題
や実情を踏まえた家計改善支援の人員体制の強化、就労準備支援や子どもの学習・生活支援事業のICT化、住まい支援の強化等を進めることに
より、出口支援まで一体的に生活困窮者自立支援制度の機能強化を促進する。

令和２年度第三次補正予算
新型コロナウイルス感染症セーフティネット強化交付金（１４０億円）の内数

都道府県
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